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1-1 背景

河合町には、現在、公営住宅が６団地 139 戸、小集落改良住宅が９団地 96 戸、合計 15

団地 235 戸の町営住宅ストックがある。これらのうち、昭和 40 年代後半建設の鉄筋コンク

リート造の中層住宅や 50 年度建設の簡易耐火構造の住宅が 104 戸と全体の 44％を占めて

いる。今後これらが一斉に更新時期を迎えることから、ストックの多様な活用による効率

的かつ適正な町営住宅の管理と供給を図っていくことが必要とされている。

このため、平成 15年３月に「河合町町営住宅ストック総合活用計画」を策定し、計画的

に改善を進めてきた。

計画策定後、町の事情との乖離が生じているところも出てきており、人口減少や少子高

齢化の進展など社会環境の変化を踏まえた新たな住宅施策や福祉施策の展開が求められて

いる。

平成 28 年 8 月に国により「公営住宅等長寿命化計画策定指針」が改定されたことに加

え、その「策定指針」では概ね 5年ごとに定期的に見直しを行うこととされている。

計画的な修繕・改善により町営住宅のなかで長寿命化を図る住宅を判断し、定期的な点

検及び早期の修繕・改善等により更新コストの縮減をめざす長期的な計画の具体化が重要

となっている。

1-2 計画の目的

本計画では、安全で快適な住まいを長期間にわたって確保するためには、町営住宅の状

況や公営住宅等に対する将来的な需要見通しを踏まえた各団地のあり方を考慮した上で、

更新時期を迎えている団地の用途廃止も含め、効率的・効果的な団地別・住棟別の事業手

法を選定するとともに、中長期的な財政負担の削減を見込んだ上で、修繕や改善計画を定

め、長寿命化による更新コストの削減と事業量の把握を目的とするため「河合町公営住宅

等長寿命化計画」の見直しを行い、策定する。

なお、実際の改善等の実施時期は、社会経済情勢、町の財政状況、町営住宅の空き家状況

及び住宅市場の動向を踏まえ、総合的に判断をした上で決定していく。

1-3 計画の期間

本計画の期間は、改めて実施した実態調査の結果を反映し、かつ国の「策定指針」により

10 年間以上とする必要があることから、2020（令和 2年）～2029（令和 11年）年度までの

10 年間とする。

また、社会情勢の変化、事業進捗状況等に応じ、概ね 5年ごとに定期的に見直しを行う

こととする。

１．河合町公営住宅等長寿命化計画の背景と目的
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1-4 計画の位置付け

本計画の位置付けは、主な上位計画等を踏まえ、以下のように位置付ける。

≪本計画の位置付け≫

住生活基本計画

（全国計画）

平成 28 年 3 月策定

奈良県

住生活基本計画

平成 29 年 3 月策定

河合町の計画

河合町都市計画マスタープラン

平成 21 年 4 月策定

河合町公共施設等総合管理計画
平成 29 年 3 月策定

河合町街再生総合戦略

平成 28 年 3月策定

河合町人口ビジョン

平成 28 年 3月策定

河合町公営住宅等長寿命化計画

計画期間 2020(令和 2年)～2029(令和 11 年)年度

国・県の計画

河合町町営住宅ストック総合計画

平成 15 年 3 月策定
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1-5 公営住宅長等寿命化計画の策定フロー
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1-6 改善事業の構成

注）各型の説明は「公営住宅等ストック総合改善事業対象要綱」の第 2「定義」に示す内容を記載

●耐用年数と事業施行要件

構造別の耐用年数と各事業の施行要件は、下表のとおりである。

注1）耐用年数（耐用年限）は公営住宅法施行令より

注2）建替事業の施行要件:耐用年数の2分の1を経過（公営住宅法第36条第2号より）

注3）全面的改善事業の施行要件：建築後30年以上経過したもの

事業実施後、概ね30年以上管理するもの

（公営住宅等ストック総合改善事業補助金交付要綱第5第2項第3号より）

注4）個別改善事業の施行要件：事業実施後、概ね10年間使用が可能なもの

（公営住宅等ストック総合改善事業補助金交付要綱第5第1項第3号より）

事業 （構造種別）
耐用年数

(耐用年限)

事業施行要件

（標準管理期間）

建 替

耐火構造 ７０年 ３５年以上経過

簡易耐火構造 ２階建 ４５年 ２２.５年以上経過

準耐火構造 平屋建 ３０年 １５年以上経過

木造 ３０年 １５年以上経過

全面的改善 － 概ね３０年以上

個別改善 － 概ね１０年以上
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注）各型の実施方針は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）平成 28 年８月」の「８．改善事

業の実施方針」に示す内容を記載

【安全性確保型】

実施方針：耐震性に課題のあるラーメン構造住棟の耐震改修により躯体安全性を高める。

非常時に円滑に避難できるよう避難設備や経路の整備・確保を行う。

防犯性や落下・転倒防止等生活事故防止に配慮した改善を行う。

（耐震改修、屋外通路等の避難経路の整備、防犯に配慮した建物部品の設置 等）

【長寿命化型】

実施方針：一定の居住性や安全性等が確保されており長期的な活用を図るべき住棟におい

て、耐久性の向上や、躯体の劣化の低減、維持管理の容易性向上の観点から予防

保全的な改善を行う。

（外壁の断熱改修、給排水管の耐久性向上、住戸内配管の集約化 等）

【福祉対応型】

実施方針：引き続き活用を図るストックについて、高齢者等が安全・安心して居住できるよう、

住戸内、共用部、屋外のバリアフリー化を進める。

（住戸内部・共用部の段差解消、浴室・トイレの高齢者対応、エレベーター設置 等）

【居住性向上型】

実施方針：引き続き活用を図るストックについて、住戸規模・間取りの改善や住戸住棟設備

の機能向上を行い、居住性を向上させる。

（間取りの変更、電気容量のアップ、開口部のアルミサッシ化 等）
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1-7 主な上位・関連計画

（１）「奈良県住生活基本計画」（平成 29 年 3 月）

基本理念を「県民が主役 魅力ある風土と豊かな暮らしを育む「住まいの奈良」の実現」

とし、4つの基本目標を掲げている。

＜基本理念と基本目標＞

この中で公営住宅については、「誰もが安心して住まう」において、「住宅確保要配慮者」

の「居住の安定の確保」として、今後 10 年間の供給目標量 8,390 戸とすることが示されてい

る。
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＜誰もが安心して住まう＞

（公営住宅に関する部分を抜粋）
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（２）「都市計画マスタープラン」（平成 21 年 4 月）

「輝きと潤いを みんなで築く 水辺の里」の実現化と「都市機能を有する田舎づくり」

を図るため、市街地の整備方針として、以下のように定めている。

大部分の公営住宅、小集落改良住宅は市街化区域内の「既成市街地地区」「進行市街地地区」

に立地し、１つの公営住宅が市街化調整区域内の「集落地区・宅地」に立地している。

「既成市街地地区」については、都市基盤施設の計画的な整備促進と併せ、道路や上下水

道施設の維持管理、公園・緑地の機能充実に努め、良好な市街地形成を行うことが示されて

いる。

「進行市街地地区」については、無秩序な開発は抑制し、地区計画制度や建築協定、緑地

協定等の活用により、良好な市街地形成を行うことが示されている。

「集落地区・宅地」については、地域住民とともに整備計画等の策定に努め、この計画に

基づき各種基盤整備を計画的、効率的に進めること、大規模工場用地は地区計画等に基づき、

現況土地利用の保全、利用促進を図ることが示されている。

＜市街地の整備方針＞



9

＜市街地整備方針図＞（公営住宅・小集落改良住宅の概ねの位置は加筆）

凡例

公営住宅・小集落改良住宅
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（３）「河合町街再生総合戦略」（平成 28 年 3 月）

目指すべき将来の方向性については、河合町の魅力（底力）を前面に押し出し、移住と定

住を促進する戦略を展開することが示されています。

＜河合町街再生総合戦略の骨格＞

街再生総合戦略は、長期ビジョンである夢ビジョンに沿って策定することから、総合戦略

の目標を夢ビジョンの 5つの目標（想い）としている。本戦略は、町のポテンシャルを活か

した人口減少対策の戦略を定めている。

＜５つの目標＞

公営住宅については、「目標１ 活気」の中の、「転入者支援事業（Ｕターン促進）」「町内転

居者支援事業（定住促進）」が関連する内容としてあげられる。
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＜目標１ 活気＞

（公営住宅に関連する重点施策の内容を抜粋）
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（４）「河合のまちの夢ビジョン」（第８版 平成30年６月）

町民の夢や希望をしっかりと受け止め、これを実現するための新しい町の青写真として作

成された。これまでの基本構想（10年計画）とは違って、主体的に「河合のまちはどういう方

向に進むべきか」「このまちにとって真に必要なものは何か」を考え続け、町民とともに進

化させていく手作りのビジョンである。「夢ビジョン」は、時代の大きな流れに先駆けて作

った、いわば河合町自前の「羅針盤」である。

以下の５つの柱が設定されている。

＜５つの柱の設定＞
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この中で、公営住宅については、「活気」の「若者が定住したくなる町」の中で、「若者向け

住宅」「転入者支援（Ｕターン促進）」が関連する内容としてあげられる。

＜活気＞

（公営住宅に関連する内容を黒枠線で示す）



14

（５）「河合町公共施設等管理計画」（平成 29 年 3 月）

公共施設等の総合的・計画的な管理に関する基本方針として、

①安全性・快適性の確保

②公共施設等全体の効率化

③公民協働の推進

が示されている。

公営住宅については、建築経過年数 40 年以上の住宅が 104 戸と、全体の 44％をしめてお

り、一斉に更新時期を迎えることを問題点として捉え、ストックの多様な活用による効果的

かつ適正な町営住宅の管理と供給を図っていくことを課題としてあげている。

公営住宅の管理に関する基本方針としては、「河合町公営住宅等長寿命化計画」にて定めた

計画方針に則り、施設の維持管理を行うこと、改良住宅については、居住者の意向、地域の

住宅事情等を踏まえながら、譲渡処分についての詳細検討を行うこととされている。

＜公営住宅の管理に関する基本方針＞

寺 未実施昭和 56･57 年


